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　1996 年 6 月 7 日、全人代常務委員会は UNCLOSを批准したため、それに
対応する国内立法が必要となった。1998年６月26日、全人代常務委員会は「中
華人民共和国排他的経済水域と大陸棚法」を批准した。この法律は UNCLOS
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　UNCLOSを批准する三週間前の 1996 年５月 15 日、中国国務院は「中華人
民共和国政府の中華人民共和国領海基線に関する声明」（75）を発表した。この
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（From: Central Intelligence Agency, China's claimed straight baselines, 1996, https://www.
loc.gov/resource/g7821f.ct002815/, Accessed on 2020.03.23.）
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のレジームを準用することを意図しているように見える。
　中国は主張の曖昧さの影響で批判を浴びることが多々あるが、同時にこの
曖昧さがあるため、その主張を再解釈する余地も残されている。中国にとっ
て、これから如何にその主張を調整、または堅持していくのかは、今後の南
シナ海紛争の帰趨に影響する重要課題である。他の係争国にとって、中国の
主張を正確に理解することは、適切の対応策を考えるための前提であろう。
